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預金金利の完全自由化
ーその都銀，地銀および相銀への
影響と早期実施の必要性一
上
?
昭
先に筆者は， 59年度期首から預金金利の完全自由化が実施されたと仮定し
て，それによる預金金利の上昇が，都市銀行13行の同年度の利益におよぼす影
響についてのシミュレーションを行い，その結果を発表した1)。 それは都銀の
営業利益が 1行を除いてすべて赤字になるという大変厳しいものであった。今
回は全地方銀行および全相互銀行について同様のシミュレーションを行なっ
て，それらへの自由化の影響の度合いを見たうえ，都銀を含めて業態により受
ける影響の異なる原因を分析し，さらにこの結果や他の諸根拠をもとに，金利
の完全自由化が何年か先にではなく，もっと早期になされるべき必要のあるこ
とを明らかにしようとするにある。なお金利の完全自由化とは，郵貯（郵便貯金）
を含めてすべての金融機関が預金商品を自由につくり，全預金金利を全く自由
に決めうるようにすることで，この完全自由化のみが，十分な競争を実現させ
るので自由化の目的を十分に達成させる。
1 
まず59年度における定期預金等の自由金利の推計方法の基本は，上記の論文
に説明したと同じである2)。 しかし満期別定期預金の各自由金利のそれぞれの
1)拙稿「預金金利の完全自由化を急げ」『エコノミスト』， 1985年7月2日号， 28~33ペ
ジー。
2)その詳細は前掲拙稿の28~31ページ参照。
353 
562 闊西大學「罷清論集」第36巻第2・3・4号 (1986年11月）
規制金利からのかい（乖）離幅は同じでなく，またその残高の期間別構成比は業
態によってかなり異なる。その結果シミュレーションを簡易に行ううえに便利
な全自由金利の加重平均値は，業態によって異なりうる。そこで今回は地銀と
相銀についてこの平均金利を新たに求め，また満期日の関係で自由化後のある
期間，依然規制金利の適用されるものにかかわる修正を加え，そしてそれらそ
れぞれの規制金利の平均値からの上昇率，すなわち利息支払額の増加率を試算
したわけであるが，その結果を前回の都銀のそれとともに示したのが第 1表の
C欄である。そこでは都銀から地銀そして相銀の順にこの上昇率は低くなって
いるが，そのわけは各種金利中，上昇率の最も高い 3カ月満期の定期預金残高
の全体に占める割合いが，この順で小さいことに基づいている。
第1表規制定期預金金利および自由化後のそれの平均と利息支払額増加率(%)
都銀 1地銀 1相銀
(A) 畠鷹虚腐なされなかった場合の定期預金の期間別金利の I 5.s1 I 5. 45 I 5. 48 
(B) 自由化された場合に59年度中適用される定期預金の全規
制金利および全自由金利の加重平均 I 5. 89 I 5.90 I 5.89 
(C) 自由化された場合の全定期預金の利息支払額の増加率
(B/AXlOO) I 10.92 I 8.26 I 7.48 
資料：全国銀行協会連合会「全国銀行財務諸表分析， 59年度決算』， 全国相互銀行協
会「全国相互銀行財務諸表分析，昭和59年度』。
さて地銀や相銀についてこのように求められた平均上昇率を，それぞれの各
行の 59年度の預金利息（相銀は掛金利息を含む）額に乗じると， 金利の完全自由
化で同年度の利息支払い額がどれだけ増えるかが推計される。ところで貸出金
利はすでに激しい貸出競争がなされているので，預金金利の自由化の故には上
昇せず，また手数料も競争の故にさし当り上がらないものとする。そこで上記
の利息増加額を各行の営業利益（経常利益より有価証券関係損益を控除したもの）額
で除すと，自由化された場合の同年度のこの利益の減少率が算出される。そし
てまず，都銀を含めて各業態全体としての減少率を，次いでそれらを業態別に
グループわけして示したのが第2表の（その 1)と（その2)である。
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第2表 自由化後の営業利益の減少率（昭和59年度についての推計）
（その 1)全行平均減少率（％）
都銀 地銀 相銀
136. 3 56. 7 74. 6 
（その2)営業利益の減少率別銀行数
563 
減（少％率） 20超30超50超70超90超 島行計字 100超～110超130超150超170超190超1220超赤行計生合計
~30~50~70~90~100 ~110 130~150~170~190~210~ 
（鬱付数艮） 1 
1 , I , , 
2 I l 
2 12 13 
渭畠 18 27 12 3 60 1 3 4 64 
渭畠 2 12 16 14 3 47 1 5 I 7 2 i 2 1 1 4 I 22 I 69
資料：第1表と同じ。
同表の（その 1)に示されているとおり，都銀の利益減少率は 136.3 %であっ
て，これは都銀全体としては自由化で営業利益が全部消えたうえ，さらにそれ
の36.3形に当る額の損失が生じることを意味するわけなので，自由化の収益に
与える影響は激烈と言えよう。地銀の場合のそれは56.79,. るなので，影響は少し
は軽いものと言える。最後の相銀の場合の減少率は74.6彩なので，都銀程では
ないがそれでも大変重度の影薯を受ける。
次に各業態内の銀行別のこの影警を示したのが第 2表の（その2)である。ま
ず都銀は13行中12行もが営業利益段階で赤字に転落し， しかも赤字になる程度
の高いものが非常に多く，なかでも 2行の減少率は 220形を超えるひどさであ
る。地銀は赤字に転落するのは64行中 4行のみで， しかもこれら赤字の規模は
比較的小さい。相銀は69行中赤字転落は22行もあり，その上赤字に転落しない
とはいえ，利益の減少率が70形以上のものが17行もあるので，自由化によるシ
ョックはとても大きい。
?
業態によってなぜこんなにショック度は異なるのか，その原因を次に分析し
てみよう。同一率の預金利利息の支払い増加によって，例えばA銀行の営業利
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益の減少率がB銀行のそれよりかなり大きいというのは，要するにA銀行のそ
れまでの預金利息の支払額に比しての営業利益が， B銀行よりかなり小さいと
いうことである。ではどういう場合にそうなるのであろうか。まず銀行の売り
上げに当る営業収益（経常収益より有価証券関係の利益を控除したもの）は主として
①一般の「預金利息」②主に CDなどの割高の自由金利からなる「その他利
息」③人件費と物件費とからなる「営業経費」そして④ 「営業利益」の 4項目
に分解される。すると， A銀行で一般の預金利息額に対する営業利益の割合が
B銀行よりかなり小さいということは，論理的に言って， B銀行よりA銀行の
預金利息額に対するそれぞれ① 「その他利息」額の割合がかなり大きいか＠営
業経費の割合がかなり大きいか◎営業収益の割合がかなり小さいか，のいずれ
かあるいはそれらの重なった場合ということになる。そしてそれが他の諸条件
を一定として④の要因による場合は， A銀行がB銀行より高コストの資金をよ
り大きく取り入れて，利益が少なくなっていることを意味する。＠や◎の原因
による場合は， A銀行よりもB銀行は人件費などの経費がかかり過ぎたり，ぁ
るいは預貸・証比率が低過ぎるといった，基本的な経営効率が悪くて利益が少
くなっていることを意味する。
さて，こういう考え方に基づいて分析すれば金利自由化による各銀行の営業
利益の減少の違いが，どういう原因に基づくものかをおよそながら簡単に知る
ことが出来る。そこでまず業態別のそれを分析したが，その結果を示したのが
第 3表である。それによると，都銀の営業利益の減少率が断然大きい主因は，
第3表業態別全銀行の利益減少率の大小の原因
営減自業由化少利後益率の 払預そ金の利他利支息 営業経費預金利息
都 銀 136.3 34. 9ダ° 21. 3 96
地 銀 56. 7 8.5 47.6 
相 銀 74.6 1. 4 64.1 
資料：第1表と同じ。
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他にくらべてコストが大変割り高の自由金利資金の取り入れが非常に多いこと
に，そして地銀で利益の減少率が比較的に小さい主因は，こういう資金の取り
入れがかなり少ないことに，そしてまた相銀で利益の減少率が都銀程ではない
ものの非常に高いことの主因は，営業経費が比率的にいってかかり過ぎている
ことにそれぞれあることがわかる。
次に各業態内で問題の減少率が最も小さい銀行，そして最も大きい銀行各 3
行を抜き出して，それぞれのグループ内で先きの 3種の比率の加重平均値を算
出し，それらを比較して各業態内で自由化による利益の減少率が大きく別れる
主因を検討した。その結果明らかになったことはそれぞれ預金利息に対比し
て，都銀の場合は営業経費の多寡(19.596対29.4形）に，地銀の場合は営業収益の
多寡(190形対172形）に， そして相銀の場合は同じく営業収益の多寡 (199形対175
形）に，最大の原因があるということである。なおついでながら， 都銀以外の
これら銀行の本店所在地を， 6大都市とその他都市とにわけてみた結果，その
いずれに所在するかは問題の営業利益の減少率の大きさに，ほとんど関係のな
いことが判明した。
?
さて自由化による減益が非常に大きくて大幅の振失が出る程であっても，そ
こから経営を立て直し，生き残ることは，その主因が割り高の自由金利資金の
過度の取り入れにある場合は，一時期の間業容の縮少を覚悟すればその取り入
れを抑制することは可能なので，大変むずかしいということはない。ところが
その主因が基本的な経営効率の悪さにある場合はその立て直しは，経営者の資
質や能力そして店舗効率等といった，改善がそう簡単にできぬ要因によってい
るので，かなり困難であると考えられる。他方日本の銀行は多額の含み資産を
一般に持っているので，損失の決算に対する耐性は強いという特徴がある。こ
ういう種々の判断と先の分析結果とを併せ考えると，都銀のなかでの破たんは
あるとしてもその数は至って少く，地銀についても同様であろう。しかし相銀
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69行のなかからは深刻な事態に立ち至るものが少なくないかも知れない。その
他の信用金庫や信用組合についてはシミュレーションを行っていないので具体
的に言えないが，不効率なところではまた同様であろう。
不効率な銀行が整理されるのは，それ自体が自由化の目的のひとつなので問
題にならないとして，問題となるのは銀行の破たんの際に取り付け騒ぎ，そし
てそれから金融秩序の混乱（全銀行の臨時休業に基づく混乱）が起りはしないかと
いうことである。この点については，米国で非常に強力，従がって満足のゆく
効果を発揮している預金保険機構と同じものが， わが国でも早晩実現する。
そのうえ上記の分析から破たんするのはそのインパクトの比較的少ない中小金
融機関が中心になるものと考えられるので，これらが仮に多数破たんしたとこ
ろで，米国でのように保険機構が適切な対応をすれば，金融秩序の混乱の心配
は全くといってよい程なかろう。ちなみに米国では 1985年 5月31日の 1日だ
けでネブラスカ州など4州で倒産した 7つの銀行！）を含め同年だけで 120の中
小銀行が破たん2)し， また連邦預金保険公社により破たんの恐れありと判断さ
れリストされている，問題銀行 (problembank)は1986年 2月現在で1,196
行3)に達している。それにもかかわらず金融秩序の混乱は起っていないのであ
る。 1967年に完全自由化を行った西ドイツでは，その後10年間に各種金融機関
数は， 10,859から 5,997へと約半分近くに激減しているが4), 金融秩序の混乱
は全く起っていず，また1972年に完全自由化がなされた英国についても同様で
ある。
さて，以上の分析から言いたいことは，わが国で完全自由化を早期に実施し
ても金融秩序の混乱は起らず，従ってそれを理由として完全自由化を遅くする
のはおかしいということである。
1) 「記録破りの増勢続く米銀倒産」『金融財政事情」昭和60年6月17日号。
2) 「日本経済新聞」昭和61年1月4日付朝刊， 4ページ。
3) 「日本経済新聞」昭和61年3月15日付朝刊， 6ページ。
4) Monthly Report of the Deutsche Bundesbank, May 1984. 
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?
昭和60年10月から61年 1月までの記者会見等で全国銀行協会連合会の羽倉会
長（当時）は，①郵貯は税金を払っていないし，民間金融機関のような日銀への
準備預金の積み上げも，預金保険料も無く，民間とはコストの面で大きな有利
性を持ち不公平，②郵貯の定額貯金はコスト無視の国営機関でないと持てぬ商
品であるとして， 「小口預金金利の自由化はこういう郵貯問題の解決なしには
あり得ない。政府直営の見直しが必要」と述べられている。
まず①については郵貯はその反面，民間金融機関と違ってコストの割安とな
る大口預金や資金滞留の利益のある企業の当座預金の受入れはできず，また金
融機関の主要収益源である企業への貸出も全くできず，消費者ローンも極端に
制限されている。他方その資金のほとんどの運用先は59年度時点の運用の利回
りで言って，国債で運用するより平均0.45彩も少い収入しかない資金運用部へ
の預託であり， これによる逸失利子収入は同年度だけでも約4千億円に達す
る。そのほか民間金融機関ならとっくに閉めたはずの多数の不採算店舗（窓口）
の維持も義務づけられている。全銀協の試算によれば，郵貯がまぬがれている
税金等は併せて年間 6千億円に達するとされている。しかし利益をあげなけれ
ば法人税負担は無いので， その分を差し引いて2,499億円となる。他方上記の
郵貯の不利な諸点の機会コスト等の合計額は， 皮肉にも上記の2,499億円に郵
貯特別会計の赤字(59年度は47億円）を加えても蓬かに超えるであろう！）。それ故
民間金融機関がよく主張していたイコール・フッティング，すなわち競争条件
の同一化は逆に郵貯側が主張すべきものと言える。なおこうした大変不利なハ
ンデキャップの下でも郵貯がやっていけるのは， その経費率（営業経費月員金平
均残高）が， 例えば昭和59年度が0.66彩で， 地銀の0.76%や相銀の0.82彩より
1)この点の詳細については，拙稿「郵便貯金は民営化すべきだ」『実業の日本」， 2101号
(1968.6.1), 49ページ参照。
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低く，また都銀のそれは0.50彩だが，預金 1口座当りの平均残高が郵貯の 2倍
の52万円と大口で経費が割安につくことを考えれば，実質的には郵貯の経費率
の方がこの場合も低いということで，効率的な経営がなされているからであろ
う（これら民間金融機関の経費率は，郵貯と同条件となるよう， その預金業務に関して
のみ特別に推計したものが使われている）2)。なお郵貯特別会計はこれまで多くの年
において赤字を出している。しかしこの赤字はその唯一の収入である預託金利
子をもし国債金利なみの利率で得ておれば全く解消するものであったので，
赤字の原因は経営のまずさでなくて，市場金利よりもあまりにも低く決められ
た預託金利率にある3)。
次に③については，昭和53年度から59年度の間の郵貯と都銀の平均預金利回
り（預金利子支払額／預金平均残高，但し都銀については CDにかかわるものを含む）を
比較してみたところが，郵貯が6.36形で都銀の6.50彩より低い。そこでこの点
や上記の諸事実から言って，郵貯がコスト無視の商品を出しているというのは
事実ではない4)。
なおついでながら，民間側が郵貯の民営化を本気で求めているであれば誤算
も甚だしいと言わねばならない。民営になれば当然のことながら，現在の民間
金融機関並みに大口の定期性預金や当座預金の受入れは勿論，企業への貸出し
や外国為替業務およびあらゆる周辺業務を行うことができる。すると郵貯は，
現在のように大変高効率でしかも一般銀行並みの利益を求めないなら，数年し
て新業務が軌道に乗る頃は，在来の民間金融機関に大打撃を与えうるであろう
からである。
これは単なる想像でなく， 1つの傍証となる事例がオランダで最近自から望
んで商業銀行化した郵貯銀行について形成されつつある。それは同国の郵便貯
蓄銀行が国営の身分を自から返上し，その名称から貯蓄の 2文字を取り去り，
2)推計の詳細については，前掲拙稿の50~51ペー ジ参照。
3)この点についての詳細は，前掲拙稿の51ペー ジ参照。
4)この点についての詳細は，前掲拙稿の50ペー ジ参照。
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店舗はそのままで商業銀行たる「株式会社オランダ郵便銀行」として， 1986年
1月 1日から新発足した。そしてその理由は，業務面で制約の多い国営の身分
であるより，ー株式会社として企業への貸出しその他全商業銀行業務を自由に
行う方が造かに有利であるというものであったからだ。それ故日本の民間金融
機関が郵貯の民営化を主張するというのは， その真意が郵貯の「分割・民間
払い下げ」といったこの上なく身勝手なものでない限り，自分の不利となるこ
とを主張しているに等しく，従っていずれ消えてしまおう。
以上により郵貯が金利の完全自由化の障害であるという主張に，妥当な根拠
の無いことを述べた。従がって民間金融機関等が関連して主張する，郵貯を現
状のままで自由化する場合のその金利は，民間金融機関の決める金利に追随さ
せるという考えにも，なんら根拠が無いことを念のために言っておこう。
なお，郵貯にその金利を自由に決めさせると，①赤字を承知で高い金利をつ
け，②それによって預金をかき集める結果，公的金融の肥大化を一層助長して
有害だとする批判がある。順序が逆になるが，②については，改めるべきは財
投機関が郵貯資金を市場を通さずに使用することであろう。そこで今後は，「郵
便貯金資金に関する研究会」の提言5)のように，財投機関は同機閑債を市場で発
行し，それを郵貯が購入することにすれば， 財投活動に市場原理が導入され
て，自らその合理化を促し，他方郵貯のその資金の自主運用も実現する。そし
て郵貯の金利が自由化されると，郵貯はその資金の取入れと運用について全く
責任のある立場に立つこととなる。そのうえでもし郵貯特別会計に赤字が続く
ようなら，自らその経営に問題のあることを明示することになるので，①のこ
とはかりにもなされる恐れが無くなろう。重要なことは自由化に当って郵貯の
行動になんら制限をつけないことである。そのわけは，預金市場で大きなシェ
ァーを持つ郵貯に自由に競争させずして，自由化の効果は上がらないし，また
その貯金者が競争による利益を享受する権利を奪うことになるからである。ま
5)郵便貯金資金に関する研究会「郵便貯金資金の運用の在り方」昭和60年 8月。
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た郵貯が民間金融機関より多分に不利な営業条件の下で，しかも適正報酬だけ
を得ての完全な独立採算制をとって（それ故民業圧迫とならない），市場で自由に
活躍することは，ありうる民間金融機関の身勝手な行動を抑制し，国民の全体
としての金融取引面での利益を大いに増進させうるからである。
?
金利の完全自由化は，早急には実施できないと大蔵省などで言われる際の主
な2つの理由に，正当な根拠の無いことを以上で明らかにした。次にではなぜ
その早期の実施が必要なのか。最大の理由は小口預金金利規制のために，所得
分配面で大きな不公正が長期にわたって生じているからである。それは次のシ
ュミレーション結果から十分に察知されよう。このシュミレーションは，わが
国で預金にかかわる最初の自由金利商品であるCDが，発売された昭和54年度
から59年度の 6年間について行ったものである。まず59年度中の全CDの平均
金利と，本稿の初めの部分にあげた同年度の定期預金の自由金利についてのシ
ュミレーションから得られた平均金利との格差を求め，それを対象各年度のC
D平均金利に乗じて，各年度の定期預金の自由金利の平均値を推計した。
第4表金利規制による国民の逸失利子所得額
年 度 家計利(子A所)得額 逸失利(子B所)得率 逸失利(子C所)得額
（億円） （劣） (AXB, 8 億円）
54 144,414 6.1 8, 09 
55 205,935 33.8 69,606 
56 216,563 12.4 26,854 
57 220,228 21. 0 46,248 
58 239,961 15.3 36,714 
59 252,722 16.4 41,446 
合計 229,677
54~59年度計 1年度当り平均
国民1人当り逸失利子所得額（万円） 19. 4 3. 2 
一世帯当り逸失利子所得額（万円） 64.1 10. 7 
資料：経済企画庁「国民経済計算，昭和60年版」ほか。
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他方対象各年度の規制金利の平均値を求め，そしてこれに対する上記の自由
金利の平均値との格差を算出し，それらでもってそれぞれの各年度における規
制金利預金に関する逸失利子所得率とした。次いでこれを各年度の分配国民所
得のなかの家計の利子所得額に乗じ，金利規制に基づく各年度の国民全体の逸
失利子所得を推計した。以上のプロセスの最後の部分を示したのが第4表であ
る。なお家計利子所得のうち，預金以外のものからの部分も預金金利規制の影
響を受けて，預金金利と同率の利子所得の逸失があったという前提を置く。
さて同表における 6年度間のこの額の合計は， 約22兆 9千7百億円となる
が，これを同期間中の平均人口により国民1人当りの平均にしてみると19万4
千円， 1世帯当り平均にしてみると64万1千円となり，また 1年度間の平均で
はそれぞれ3万2千円， 10万7千円という多額のものとなる叫 しかもこれら
はなんの正当な理由なしに，ただ高効率の金融機関の利益を不当に増やし，他
方不効率の金融機関が意味なく生き延びる資金として使われているのである。
そして完全自由化を早急に行ってもわが国の経済にとってなんら不都合なこと
は生じないどころか，逆に金融機関全体としての効率化と，それによる企業や
家計の金融取引面の利益と便益の増大，そしてこれらからの経済の活性化が促
されるのである。
ついでながら早期の完全自由化は，今非常に重要な内需の増大にも大きな効
果をもたらす。というのは，金融機関の利益の内部留保率は59年度の全国銀行
で見ると約71%7)だが，同年度の全家計の平均貯畜率は約17%なので，完全自由
化で所得が金融機関から家計に移ると大幅の支出増加が発生するからである。
またすでに大口預金の自由化はすでに部分的に実施されているのに，小口金
利の方はなんの正当な理由なしに今後また当分規制され続けるというのでは不
6) 1口座当り 1,000万円以下の預金者をIトロ預金とした場合， それらの利子所得の全体
に占める割合は， 日本銀行の59年9月末現在の預金者別預金統計その他からして83劣
程度と推量される。
7)全国銀行協会連合会「全国銀行財務諸表分析，昭和59年度決算」より計算。
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公平極まろう。
?
以上全体において，金利の完全自由化の早期実施はなんの支障なく，一方そ
れを是非必要とする理由が多数あることを明らかにした。それなのに大蔵省は
完全自由化はなかなかやろうとせず，それのある程度明確な予定すら示してい
ない！）。なぜだろうか。 もし妥当な理由があるなら，金利規制で大損をしてい
る一般国民にそれをはっきり説明すべきであろう。
1)大蔵省銀行局長の私的諮問機関である金融問題研究会は，昭和61年5月22日に「小ロ
預金金利の自由化について」という報告害を公表したが，そこでは完全自由化の時期
は，段階的に自由化を進めたあとであることが望ましい， と全くあいまいにしか述べ
られていない。
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